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１．大学入試のあり方に関する検討会議
及び関連する会議
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大学入試のあり方に関する検討会議の開催について（文部科学大臣決定） ①

１．趣旨

「大学入試英語成績提供システム」及び大学入学共通テストにおける国語・数学の記述式に係る今般の一連の経

過を踏まえ、大学入試における英語４技能の評価や記述式出題を含めた大学入試のあり方について検討を行う。

２．検討事項
（１）英語４技能評価のあり方

（２）記述式出題のあり方

（３）経済的な状況や居住地域、障害の有無等にかかわらず、安心して試験を受けられる配慮

（４）その他大学入試の望ましいあり方

３．実施方法
（１）別に委嘱する委員の協力を得て、上記２に掲げる事項について検討を行う。

（２）必要に応じ（１）以外の者にも協力を求めるほか、幅広く関係者の意見を聴くものとする。

（３）会議は原則として公開する。但し、会議を公開することにより公平かつ中立な審議に支障を及ぼす恐れがあ

ると認める場合その他正当な理由があると認められる場合は会議の全部又は一部を非公開とする。

４．実施期間
令和元年12月27日から令和２年末までとし、必要に応じて延長する。

５．その他
（１）会議の庶務は、関係局課の協力を得て高等教育局大学振興課において処理する。

（２）この決定に定めるもののほか、会議の運営に必要な事項については、必要に応じ会議に諮って定める。
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大学入試のあり方に関する検討会議の開催について（文部科学大臣決定） ②

◇委員 （◎：座長、○：座長代理）

【有識者委員】
荒瀬 克己 独立行政法人教職員支援機構理事長

○ 川嶋太津夫 大阪大学高等教育・入試研究開発センター長（特任教授（常勤））
斎木 尚子 東京大学公共政策大学院客員教授
宍戸 和成 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所理事長
島田 康行 筑波大学人文社会系教授
清水 美憲 筑波大学大学院教育学学位プログラムリーダー
末冨 芳 日本大学文理学部教授

○ 益戸 正樹 UiPath株式会社特別顧問、株式会社肥後銀行社外取締役
◎ 三島 良直 国立研究開発法人日本医療研究開発機構理事長、東京工業大学名誉教授・前学長

両角亜希子 東京大学大学院教育学研究科准教授
渡部 良典 上智大学言語科学研究科教授

【団体代表委員】
岡 正朗 山口大学学長、一般社団法人国立大学協会入試委員会委員長
小林 弘祐 学校法人北里研究所理事長、日本私立大学協会常務理事
芝井 敬司 学校法人関西大学理事長、一般社団法人日本私立大学連盟常務理事
柴田洋三郎 公立大学法人福岡県立大学理事長・学長、一般社団法人公立大学協会指名理事
萩原 聡 東京都立西高等学校長、全国高等学校長協会会長
牧田 和樹 一般社団法人全国高等学校PTA連合会顧問
吉田 晋 学校法人富士見丘学園理事長・富士見丘中学高等学校校長、日本私立中学高等学校連合会会長

【オブザーバー】
山本 廣基 独立行政法人大学入試センター理事長
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大学入試のあり方に関する検討会議（第１回）（令和２年１月15日）
萩生田文部科学大臣の冒頭挨拶

○ 大学入試のあり方に関する検討会議の開催に当たり、一言御挨拶を申し上げます。三島座長はじめ委員の皆様におかれましては、大変お忙しいとこ
ろ、本検討会議の委員をお引き受けいただき、ありがとうございました。心より感謝を申し上げたいと思います。

○ 高大接続改革の一環として、高校関係者、大学関係者等の御意見、御協力を頂きながら大学入試改革に取り組んできたところですが、既に御承知の
とおり、英語の民間試験の活用及び大学入学共通テストにおける記述式問題の導入について、来年度の実施を見直さざるを得ないとの判断を昨年、行
いました。これを受け、本検討会議は、これまでの経緯や課題も踏まえ、今後の大学入試のあり方について、改めてその方向性を御議論いただくため
に設置したものであります。

（英語４技能について）

○ 英語民間試験活用のための大学入試英語成績提供システムについては、当初の予定どおりのスケジュールで実施するために取り組んできましたが、
経済的な状況や居住している地域にかかわらず、等しく安心して受けられるようにするためにはさらなる時間が必要だと判断をし、来年度からの導入
を見送り、延期することといたしました。

しかしながら、グローバル化が進展する中、次代を担う若者が英語によるコミュニケーション能力を身に付けること、そして、大学入試で英語4技能
について適切に評価することの重要性に変わりはないと考えております。このため、新学習指導要領で初めて実施する入試となる令和6年度、2024年
度実施の大学入試に向けて、英語4技能をどのように評価していくのか、できるだけ公平でアクセスしやすい仕組みとはどのようなものなのかといっ
た点について御検討をお願いしたいと思っております。

（記述式問題について）

○ 記述式問題につきましては、民間事業者による採点の質の確保、自己採点と採点結果の不一致の解消など、指摘された課題の解決に向け、大学入試
センターとともに検討を重ね、努力をしてまいりましたが、現時点で受験生の不安を払拭し、安心して受験できる体制を早急に整えることは限界があ
ると判断し、導入の見送りを決めたところであります。

文部科学省としては、初等中等教育を通じて育んだ論理的な思考力、表現力を評価する記述式問題が大学入試において果たす役割は重要と考えてお
ります。このため、各大学の個別選抜において記述式問題の活用に積極的に取り組んでいただくことをお願いしていきたいと考えておりますが、本検
討会議でも、共通テストや各大学の個別選抜における記述式問題のあり方など、大学入試における記述式の充実策について御議論を頂きたいと思って
おります。

（本検討会議の進め方など）

○ 検討に当たっては、これまで指摘された課題や、延期や見送りをせざるを得なくなった経緯の検証も行っていただき、それを踏まえて今後のあり方
の御議論につなげていただきたいと思っております。

○ 申し上げるまでもなく、高大接続改革は、新しい時代にふさわしい高校教育と大学教育をそれぞれの目標の下に改革し、子供たちが各段階で必要な
力を確実に身に付け、次の段階に進むことができるようにするための総合的な改革です。本検討会議は大学入試のあり方を中心に御議論いただく場で
すが、委員の皆様におかれては、このような高大接続改革の観点も念頭に置いていただき、御議論を頂ければ幸いに存じます。

その際、なるべく多くの関係者からの声を反映していくことも重要であると思っています。様々な方々からヒアリングを行いながら御議論いただけ
ればありがたいと思っております。また、大学入試は国民の関心の高い事柄であります。議論の状況を広く情報提供しながら進めるため、原則として
本検討会議は公開で開催することとしており、御理解を頂きますようにお願いをいたします。

お忙しい皆様に大変恐縮でございますが、今後1年程度で議論の取りまとめをお願いしたいと思っております。改めて委員の皆様の御協力に御礼を申
し上げるとともに、どうぞ精力的な議論をお願いして、私からの冒頭の御挨拶にしたいと思います。お世話になりますけれども、どうぞよろしくお願
いいたします。 6



大学入試のあり方に関する検討会議（第２回）（令和２年２月７日）
萩生田文部科学大臣の挨拶

○ 第2回の大学入試のあり方に関する検討会議に御出席をいただきましてありがとうございます。

本日も、どうぞよろしくお願いしたいと思います。

○ 前回、白紙から検討ということに関わって、委員の皆様から様々な御意見があったとお伺いをし

ました。この点、私の記者会見でも質問がありました。

○ 本検討会議は英語成績提供システム及び大学入学共通テストにおける記述式問題の導入について、
来年度からの実施を見送ったことを受け、受験生が安心して受験できるよりよい制度を構築するた

めに、これまで指摘された課題や、延期や見送りをせざるを得なかった経緯も検証しつつ、改めて

方向性を御議論いただくために設置したものであります。

○ したがって、高大接続改革そのものですとか、英語によるコミュニケーション能力や思考力・判

断力・表現力を育成・評価することの必要性は変わるものではなく、これらの重要性を踏まえた上

で、入試と高校教育や大学教育との役割分担をどう考えていくか、どこまでを入試で問うべきか、
また共通テストと各大学の個別入試との役割分担をどう考えるかなどについて、外部の有識者から

のヒアリングも交えつつ、率直な御議論をいただきたいと考えているものであります。

○ 本日は、これまでの検討において、制度設計のどこに問題があったかを御議論いただく材料の1
つとして、過去の検討経緯の整理も配付しております。よりよい制度を構築していくために、建設

的で忌憚のない御意見をお願い申し上げて、まずは私からの御挨拶にしたいと思います。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

7



令和６（2024）年度実施の大学入試に向けたスケジュール
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R6年度
(2024)

大
学
入
学

高
校
１
年
生

高
校
２
年
生

高
校
３
年
生

新
学
習
指
導
要
領
施
行
後

最
初
の
高
校
生
が
入
学

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た

最
初
の
大
学
入
試※

３

２年前予告ルール
大学は、個別学力検査及び大学入学共通テストにお
いて課す教科・科目を変更する場合は、２年程度前
には予告する必要。その他の変更についても、入学
志願者保護の観点から可能な限り早期の周知に努め
る（大学入学者選抜実施要項）

２年前予告を可能にするために
は、国は、遅くとも更に１年前
には、制度改革について、各大
学に予告する必要

R3年度
(2021)

R4年度
(2022)

R5年度
(2023)

R1年度
(2019)

R2年度
(2020)

大学入試のあり方に関する検討会議

１
月
15
日

第
１
回

12
月
27
日

設

置

約１年 約２年

「
大
学
入
学
共
通
テ
ス
ト
実
施
大
綱
に
係
る
予
定
」
の
通
知※

２

「
大
学
入
学
者
選
抜
実
施
要
項
に
係
る
予
定
」
の
通
知※
１

夏頃 ９月～３月

月２回程度開催

 委員からの意見発表

 外部有識者からの意見聴取

 Web意見募集

 選抜区分ごとの実態調査
など

R7年度～
(2025)

※１ 実際の大学入学者選抜実施要項は、入試実施年度の６月頃に文部科学省より通知
※２ 実際の大学入学共通テスト実施大綱は、入試実施の前年度の６月頃に文部科学省より通知
※３ 総合型選抜：９月以降出願 学校推薦型選抜：11月以降出願 大学入学共通テスト：１月 一般入試：２・３月

大
学
入
学
共
通
テ
ス
ト

１月～

と
り
ま
と
め

【大学入学共通テスト】
共通テスト①：１月16日(土) 17日(日)
共通テスト②：１月30日(土) 31日(日)
②の追試験 ：２月13日(土) 14日(日)



今後の会議の進め方①
（大学入試のあり方に関する検討会議（第14回）（令和２年９月30日）における座長・副座長提案）
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（１）英語４技能評価のあり方

（２）記述式出題のあり方

（３）経済的な状況や居住地域、障害の有無等にかかわらず、安心して試験を受けられる配慮

（４）「その他大学入試の望ましいあり方」

①ウィズコロナ・ポストコロナ時代の大学入試のあり方

（例：共通テストと個別試験の関係、一般選抜と総合型選抜・学校推薦型選抜の関係、入試におけるデジタル化、感染症等への耐
性向上、大学・高校・国の調整・協議のルール化等）

②大学入学共通テストのあり方

（例：個別試験との役割分担、試験の目的を踏まえ、科目等の精選、セーフティネットとしての役割 等記述式や英語４技能評価
のあり方についてはその方向性も踏まえて判断する。）

第13回の検討会議において、座長・副座長から今後の会議の進め方について提案があり、委員によ
る議論を踏まえた上で、第14回の検討会議において、以下の方針が決定した。

１．検討事項について
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（１）新型コロナウィルス感染防止の観点、遠方からの参加委員も多いこと等を踏まえ、会議を安定的・効率的に
実施する観点から、感染拡大の状況を注視しつつ当面はＷＥＢ会議にて議論を継続する（月２回程度を想定）。

（２）当面、概ね以下のような要領で会議を開催する。

① ＷＥＢによる意見募集の結果を踏まえた議論を行う。

② 選抜区分毎の実態調査（※大学からの意見募集を含む）を踏まえた議論を行う。

③ ①②の後、関係団体等からの再度の意見発表を踏まえた議論を行う。

※追加のヒアリングについては①②を踏まえてその要否を判断する。

④ 適当な時期に、科目の精選や大学入試のデジタル化等についての大学入試センターにおける検討状況、大学入
学者選抜における多面的な評価の在り方に関する協力者会議の審議状況等の報告を受けて議論を行う機会を設
ける。

⑤ ①～④を踏まえ、必要に応じ、テーマを絞った集中的な議論を行う回を設ける。

⑥ 年明け以降、第１回大学入学共通テストなど令和３年度大学入試の実施状況も踏まえつつ更に議論を行う。

※新学習指導要領に対応した令和６年度実施の大学入試に係る予定の通知を令和３年夏に行う必要。

（３）取りまとめに当たっては、以下の点に留意する。

① 具体的な案に基づき十分な議論の時間を確保する。

② これまで指摘された課題や、延期や見送りをせざるを得なかった経緯の検証から得られる教訓、大学入試が踏
まえるべき原則（公平性・公正性の確保等）を盛り込む。

③ 令和6年度実施を目指すもの、更にその先を目指して議論すべき課題などを整理する。

２．当面の検討の進め方

今後の会議の進め方②
（大学入試のあり方に関する検討会議（第14回）（令和２年９月30日）における座長・副座長提案）



第１回 令和２年１月15日（水）
１．検討会議の議事運営等について
２．これまでの経緯・今後の検討スケジュールについて

第２回 令和２年２月７日（金）
１．令和３年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テストの報告
２．中央教育審議会（第124回）における意見の報告等
３．過去の検討経緯の整理
４．委員からの意見発表

・川嶋太津夫 委員（大阪大学高等教育・入試研究開発センタ―長
（特任教授（常勤）））

・牧田 和樹 委員（一般社団法人全国高等学校PTA連合会）

第３回 令和２年２月13日（木）
１．委員からの意見発表

・萩原 聡 委員 （全国高等学校長協会）
・吉田 晋 委員 （日本私立中学高等学校連合会）
・岡 正朗 委員 （一般社団法人国立大学協会）
・柴田洋三郎 委員 （一般社団法人公立大学協会）
・芝井 敬司 委員 （一般社団法人日本私立大学連盟）

第４回 令和２年３月19日（木）
１．委員からの意見発表

・小林 弘祐 委員 （日本私立大学協会）
・宍戸 和成 委員 （独立行政法人国立特別支援教育

総合研究所理事長）
・両角亜希子 委員 （東京大学大学院教育学研究科准教授）

２．高等学校学習指導要領と英語資格・検定試験との関係について
３．「大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する協力

者会議」の設置について

検討会議 大学入試のあり方に関する検討会議 開催経緯（各回の主な議題） ①

第５回 令和２年４月14日（火）
１．委員からの意見発表
・荒瀬 克己 委員（関西国際大学基盤教育機構教授）
・島田 康行 委員（筑波大学人文社会系教授）
・斎木 尚子 委員（東京大学公共政策大学院客員教授、前外務省

研修所長（元同国際法局長・経済局長））
・末冨 芳 委員（日本大学文理学部教授）
２．外部有識者・団体からのヒアリングについて

第６回 令和２年４月23日（木）
１．来年度大学入学者選抜における新型コロナウイルス感染症への

対応状況
２．外部有識者・団体からのヒアリングについて
３．英語4技能評価及び記述式問題の実態調査の進め方について
４．委員からの意見発表
・清水 美憲 委員（筑波大学大学院教育研究科長・教授）
・益戸 正樹 委員（UiPath株式会社特別顧問、株式会社肥後銀行

社外取締役）
・渡部 良典 委員（上智大学言語科学研究科教授）

５．大学入試センターからの説明

第７回 令和２年５月14日（木）
１．新型コロナウイルス感染症への対応状況
２．外部有識者・団体からのヒアリング
・倉元 直樹 氏（東北大学高度教養教育・学生支援機構教授）
・米本さくら 氏（東京都立西高等学校３年（日本若者協議会

推薦））
・幸田飛美花 氏（山口県立岩国高等学校３年（日本若者協議会

推薦））
・南風原朝和 氏（東京大学名誉教授）
・新井 紀子 氏（国立情報学研究所社会共有知研究センター長）
・大森 昭生 氏（共愛学園前橋国際大学学長）
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検討会議 大学入試のあり方に関する検討会議 開催経緯（各回の主な議題） ②

第８回 令和２年６月５日（金）
１．令和３年度大学入学者選抜について
２．外部有識者・団体からのヒアリング
・吉田 研作 氏（上智大学言語教育センター長）
・中村 高康 氏（東京大学大学院教育学研究科教授）
・高宮 敏郎 氏（学校法人高宮学園（代々木ゼミナール）

副理事長）
・永瀬 昭幸 氏（株式会社ナガセ（東進ハイスクール）社長）
・石井 塁 氏（株式会社旺文社教育情報センター蛍雪情報

グループ）

第９回 令和２年６月16日（火）
１．外部有識者・団体からのヒアリング
・髙田 直芳 氏（埼玉県教育委員会教育長）
・斉藤 圭祐 氏（ＮＰＯ法人全国言友会連絡協議会理事長）
・近藤 武夫 氏（東京大学先端科学技術研究センター准教授）
・河合 英樹 氏（学校法人河合塾理事長）
・石原 賢一 氏（駿台教育研究所進学情報事業部部長）
・杉田 道子 氏（秋田県立秋田北高等学校教育専門監）
・井坂 直樹 氏（茨城県立土浦第一高等学校教諭）
・小玉 裕介 氏（石川県立金沢泉丘高等学校教諭）
・藪内 章彦 氏（兵庫県立姫路西高等学校主幹教諭）
・谷口みち佳 氏（愛媛県立松山南高等学校教諭）
・髙木 愼二 氏（熊本県立八代高等学校指導教諭）

第10回 令和２年６月26日（金）
１．外部有識者・団体からのヒアリング
・林 佳世子 氏（東京外国語大学学長）
・羽藤 由美 氏（京都工芸繊維大学教授）
・川嶋太津夫 氏（大阪大学教授）
・小川 佳万 氏（広島大学教授）
・山本以和子 氏（京都工芸繊維大学教授）
・深堀麻菜香 氏（北海道情報大学４年）
・原 真里 氏（兵庫県立大学附属高等学校２年）

第11回 令和２年７月７日（火）
１．外部有識者・団体からのヒアリング
・佐藤 誠 氏（島根県教育センター教育企画部部長）
・青山 智恵 氏（ケンブリッジ大学英語検定機構試験開発部門

日本統括）
・安田 智恵 氏（ブリティッシュカウンシル試験部部長）
・前田 剛 氏（IDP:IELTS Australia IELTS業務管理日本統括

責任者）
・込山 智之 氏（ベネッセコーポレーションGTEC開発部部長）
・塩崎 修健 氏（日本英語検定協会教育事業部部長）
・根本 斉 氏（CIEE（TOEFL日本拠点）代表理事）
・三橋 峰夫 氏（国際ビジネスコミュニケーション協会調査

研究室室長）

第12回 令和２年７月21日（火）
１．外部有識者・団体からのヒアリング
・宮田 一雄 氏（日本経済団体連合会 教育・大学改革推進委員

会企画部会長）
・春田 雄一 氏（日本労働組合総連合会 経済社会政策局長）

２．大学入学者選抜に関する実態調査について

第13回 令和２年８月７日（金）
１．大学入試に関するＷｅｂ意見募集について
２．今後の進め方について

第14回 令和２年９月30日（水）
１．今後の会議の進め方について
２．大学入試に関するＷｅｂ意見募集について

・大学入学者選抜における英語４技能評価及び記述式問題の

実態調査 7/14-9/14
・大学入試のあり方に関する web意見募集 8/12-9/11
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検討会議 大学入試のあり方に関する検討会議 開催経緯（各回の主な議題） ③

第15回 令和２年10月16日（金）
１．討議 整理しておくべき事項について

第16回 令和２年10月27日（火）
１．整理しておくべき事項について（前回のご意見を踏まえて）
２．大学入学者選抜における英語４技能評価及び記述式問題の

実態調査の結果（学部別調査関係）について
３．団体代表委員からの意見発表
・日本私立大学連盟

第17回 令和２年11月16日（月）
１．大学入学者選抜における多面的な評価の在り方の検討状況について
２．「高校生のための学びの基礎診断」の経緯と現状について
３．大学入学者選抜における英語４技能評価及び記述式問題の実態調査
の結果（選抜区分別調査関係）について

４．団体代表委員からの意見発表
・公立大学協会
・日本私立大学協会

第18回 令和２年11月27日（金）
１．大学入学者選抜における英語４技能評価及び記述式問題の
実態調査の結果（選抜区分別調査関係（記述式）・多様性確保の
取組等関係）について

２．団体代表委員からの意見発表
・全国高等学校長協会
・国立大学協会

３．大学入試センターからの説明

第19回 令和２年12月11日（金）
１．討議 整理しておくべき事項について（記述式出題のあり方）

第20回 令和２年12月22日（火）
１．討議 整理しておくべき事項について（英語４技能評価のあり方）

第21回 令和３年２月17日（水）
１．「ウィズコロナ・ポストコロナ時代の入試のあり方」について

第22回 令和３年３月４日（木）
１．討議 総論的事項（大学入学者選抜のあり方と改善の方向性）

第23回 令和３年３月18日（木）
１．討議ウィズコロナ・ポストコロナ時代の大学入学者選抜

第24回 令和３年４月２日（金）
１．「大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する協力者
会議」審議のまとめについて

２．平成30年告示高等学校学習指導要領に対応した令和７年度大学
入学共通テストからの出題教科・科目に関する大学入試センター
発表について

３．討議 記述式問題の出題のあり方について

第25回 令和３年４月20日（火）
１．令和３年度大学入学共通テストについて
２．討議 英語４技能の総合的育成・評価のあり方について
３．討議 経済的な状況や居住地域、障害の有無等にかかわらず、安心
して試験を受けられる配慮について

第26回 令和３年５月24日（月）
１．討議（大学入学者選抜のあり方について）

13



大学入学者選抜協議会の設置について（文部科学事務次官決定） ①

１．趣旨

高等学校教育と大学教育との円滑な接続を図る観点から、大学関係団体及び高等学校関係団体の連携協力のもと、毎年度の

大学入学者選抜の実施方法・日程や大学入学共通テストに関する事項のほか、中長期的かつ継続的な対応が必要となる事項等

について協議を行い、大学入学者選抜方法の一層の改善を推進するため、大学入学者選抜協議会を設置する。

２．協議事項

（１）大学入学者選抜の実施方法に関する事項

（２）大学入学共通テストに関する事項

（３）その他、大学入学者選抜に関する事項

３．実施方法

（１）大学及び高等学校関係団体の代表者として次に掲げる団体から推薦された者及び学識経験者並びに独立行政法人大学

入試センター理事長をもって構成する。

一般社団法人国立大学協会 一般社団法人公立大学協会 一般社団法人日本私立大学連盟 日本私立大学協会

日本私立短期大学協会 全国高等学校長協会 日本私立中学高等学校連合会 公益財団法人産業教育振興中央会

全国都道府県教育長協議会 一般社団法人全国高等学校PTA 連合会

（２）（１）に掲げる関係団体が協議会の構成員となる者を推薦するときは、当該団体を代表する期間を定めて推薦するもの

とし、当該被推薦者の任期はその期間とする。学識経験者の任期は２年とし、再任を妨げない。

４．運営方法

（１）上記３（１）の構成員の協力を得て、上記２に掲げる事項について検討を行う。

（２）必要に応じ、上記３（１）の構成員以外の者にも協力を求めるほか、関係者の意見を聴くことができるものとする。

５．その他

（１）協議会の庶務は、関係局課の協力を得て、高等教育局大学振興課が、独立行政法人大学入試センターと共同で処理する。

（２）この決定に定めるもののほか、会議の運営に必要な事項については、必要に応じ会議に諮って定める。
14
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大学入学者選抜協議会の設置について（文部科学事務次官決定） ②

◇構成員（令和3年5月21日時点、氏名50音順敬称略、【】は推薦団体名）

穴沢 眞 【一般社団法人国立大学協会（入試委員会副委員長）】 小樽商科大学長

石崎 規生 【全国高等学校長協会（大学入試対策委員会委員長）】 東京都立桜修館中等教育学校長

泉 満 【一般社団法人全国高等学校PTA連合会（代表理事・会長）】 株式会社桜設備設計・代表取締役

圓月 勝博 【一般社団法人日本私立大学連盟（教育研究委員会委員長）】 同志社大学学長補佐

大林 誠 【公益財団法人産業教育振興中央会】 東京都立芝商業高等学校長

岡 正朗 【一般社団法人国立大学協会（入試委員会委員長）】 山口大学長

沖 清豪 早稲田大学文学学術院・教授

川嶋太津夫 大阪大学高等教育・入試研究開発センター長・特任教授（常勤）

柴田洋三郎 【一般社団法人公立大学協会】 福岡県立大学理事長・学長

島田 康行 筑波大学人文社会系教授

杉本 悦郎 【全国高等学校長協会（会長）】 東京都立小金井北高等学校長

髙田 直芳 【全国都道府県教育長協議会（理事）】 埼玉県教育委員会教育長

竹中 洋 【一般社団法人公立大学協会】 京都府立医科大学長

田中 厚一 【日本私立短期大学協会（副会長）】 帯広大谷短期大学長

長塚 篤夫 【日本私立中学高等学校連合会（常任理事）】 順天中学校高等学校長

安井 利一 【日本私立大学協会（大学教務研究委員会委員長）】 明海大学長

山本 廣基 独立行政法人大学入試センター理事長

鈴木 基 国立感染症研究所感染症疫学センター長

柳元伸太郎 東京大学保健・健康推進本部・教授

和田 耕治 国際医療福祉大学医学部公衆衛生学・教授
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令和４年度大学入学者選抜実施要項のポイント ①
（令和３年６月４日付３文科高第284号 文部科学省高等教育局長通知）

●本試験・・・令和４年１月１５日（土）、１６日（日）

●追試験・・・令和４年１月２９日（土）、３０日（日）

大学入学共通テスト

試験期日

●総合型選抜・・・令和３年９月１日以降出願開始、１１月１日以降合格発表

※昨年度は、９月１５日以降出願開始

●学校推薦型選抜・・・令和３年１１月１日以降出願開始、１２月１日以降合格発表

●一般選抜等の学力検査を課す場合・・・令和４年２月１日～３月２５日、合格発表は３月３１日まで

※昨年度は、第１日程、第２日程、特例追試験の３段構えで実施

※昨年度は、４７都道府県に設置

新型コロナウイルス感染症対策関係

追試験の試験場設定

●今後の感染状況の見通しを含む様々な状況等を勘案した上で、秋頃を目途に判断

各大学の個別選抜

試験期日

※本試験の２週間後に追試験を実施

16



令和４年度大学入学者選抜実施要項のポイント ②
（令和３年６月４日付３文科高第284号 文部科学省高等教育局長通知）

（つづき）

追試験・振替受験等の要請（継続）

中止・延期等の大会や資格・検定試験への対応（継続）

オンライン面接等における配慮事項（内容の明確化）

選抜方法等の変更への対応（新規）

●各大学に対し、追試験や振替受験を要請

●各大学に対し、中止・延期等となった大会や資格・検定試験等に参加できなかった場合において、

入学志願者が不利益を被らないことや、努力のプロセスを評価することを要請

●オンライン面接等に関しては、（例）に示すような配慮事項等を明確化

●大規模な災害の発生や、大学が所在する地域の感染状況が他地域に比して著しく深刻であるなど、当該

大学で試験が実施できない場合を除き、各大学の入学者選抜要項公表（7月末）後、受験生に不利益を与

える恐れのある変更は行わないこと

各大学の個別選抜

（例）通信環境の不具合や通信環境を整えることができない場合等の代替措置、障害者への合理的配慮 等

※今年度は高校等の全国一斉休業は実施されていないことから、出題範囲の工夫の配慮は求めない
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大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する
協力者会議について（高等教育局長決定） ①
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１．趣旨

大学入学者選抜における多面的な評価に関する具体的な内容や手法等について、高等学校関係者、大学関係

者、有識者、保護者関係者等からなる協力者会議を設置し、総合的な検討を行う。

２．検討事項

（１）大学入学者選抜における多面的な評価の内容や手法に関する事項

（２）調査書の在り方及び電子化手法に関する事項

（３）調査書や志願者本人記載資料の活用及び大学への情報提供の在り方に関する事項

（４）その他審議が必要とされる事項

３．構成員

（１）本協力者会議は、別紙の者により構成するものとする。

（２）必要に応じて、別紙以外の者にも協力を求めるほか、関係者からの意見を聴くことができるものとする。

４．実施期間

令和２年２月２１日から令和２年１２月３１日までとし、必要に応じて延長する。

５．その他

（１）本協力者会議の庶務は、高等教育局大学振興課が処理する。

（２）本協力者会議の運営は、必要に応じて関係局課の協力を得ることとする。

（令和２年２月21日高等教育局長決定）



大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する
協力者会議について（高等教育局長決定） ②
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◇委員 （◎：主査）

明比 卓 神奈川大学事務局長・理事、日本私立大学協会大学教務研究委員会副委員長

石崎 規生 東京都立世田谷泉高等学校統括校長、全国高等学校長協会大学入試対策委員会委員長

井上 義裕 （株）ＪＭＣ主席エキスパート

◎ 圓月 勝博 同志社大学学長補佐、一般社団法人日本私立大学連盟教育研究委員会委員長

川嶋太津夫 大阪大学高等教育・入試研究開発センタ―長（特任教授（常勤））

柴田洋三郎 公立大学法人福岡県立大学理事長・学長、一般社団法人公立大学協会指名理事

柴原 宏一 前茨城県教育委員会教育長、茨城大学特命教授

髙井 潤 埼玉県立狭山工業高等学校 主幹教諭

髙田 直芳 埼玉県教育委員会教育長、全国都道府県教育長協議会

田中 厚一 帯広大谷短期大学長、日本私立短期大学協会副会長

垂見 裕子 武蔵大学社会学部教授

長塚 篤夫 順天中学校高等学校長、日本私立中学高等学校連合会常任理事

西郡 大 佐賀大学アドミッションセンター長

星野 由雅 長崎大学教授、一般社団法人国立大学協会入試委員会専門委員

牧田 和樹 一般社団法人全国高等学校PTA連合会顧問

巳波 弘佳 関西学院大学学長補佐



大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する
協力者会議について（高等教育局長決定） ③
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第１回 令和２年３月19日（木）

１．協力者会議の議事運営等について

２．これまでの経緯について

第２回 令和２年４月17日（金）

１．今後の進め方等について

２．委員からの意見発表

・柴田洋三郎 委員 （公立大学法人福岡県立大学

理事長・学長、一般社団法人公立大学協会指名理事）

・西郡 大 委員 （佐賀大学アドミッション

センター長）

・巳波 弘佳 委員 （関西学院大学学長補佐）

第３回 令和２年５月20日（水）

１．委員からの意見発表

・石崎 規生 委員 （東京都世田谷泉高等学校統括校長、

全国高等学校長協会大学入試対策委員会委員長）

・柴原 宏一 委員 （前茨城県教育委員会教育長、

茨城大学特命教授）

・長塚 篤夫 委員 （順天中学校高等学校長、

日本私立中学高等学校連合会常任理事）

第４、５回 「JAPAN e-Portfolio」運営許可の審査のため、

非公開

第６回 令和２年７月17日（金）

１．委員からの意見発表
・牧田 和樹 委員 （一般社団法人全国高等学校PTA
連合会顧問）

・井上 義裕 委員 （株式会社JMC主席エキスパート）
・川嶋太津夫 委員 （大阪大学高等教育・入試研究開発
センター長（特任教授（常勤）））

・垂見 裕子 委員 （武蔵大学社会学部教授）

第７回 令和２年９月30日（水）

１．これまでの意見の整理（案）について

第８回 令和２年10月29日（木）

１．これまでの意見の整理（案）について
２．今後の審議における論点について（案）

第９回 令和２年12月7日（月）

１．今後の審議における論点について（案）

第10回 令和３年２月12日（金）

１．調査書の電子化について
２．審議のまとめ（骨子案）について

第11回 令和３年３月15日（月）

１．審議のまとめ（案）について

第12回 令和３年３月26日（金）

１．審議のまとめ（案）について



○ 各大学の入学者選抜について、引き続き学力の３要素を多面的・総合的に評価するものに改善することが重要。その評価に当たって、総合型選抜、学校

推薦型選抜は、一層重要な役割を有することが期待。

○ 各大学は、学力の３要素について、すべての選抜区分で同程度の重み付けで評価するのではなく、各選抜区分の特性に応じた形で工夫を凝らしながら、そ

れぞれの実情に合った方策を講じることが重要。その際、それぞれのアドミッション・ポリシーに基づき、志願者のどのような学力を、どの資料を用いて、どのような方

法で評価するのかをこれまで以上に明確にし、公表することが必要。

(１)多面的・総合的な評価の在り方

○ 生徒が取り組んだ活動の成績や結果だけでなく、生徒が様々な活動に取り組んだ動機や、目標達成に向けての過程なども併せて評価するなどの工夫や配

慮が重要。

○ 学校の教育活動外の個々の活動に取り組んだ過程や成果の詳細については、原則として各大学の求めに応じて、志願者本人記載資料、ポートフォリオなど

により志願者自身が直接大学に提出することが適当。

(２) 「主体性を持ち、多様な人々と協働しつつ学習する態度」の評価の考え方

○ 多面的・総合的評価をより適切に行うためには、学力検査以外の選抜方法や選抜資料の活用の在り方、選抜区分（一般・総合型・学校推薦型）ごと

の特性を踏まえた学力の３要素の評価の重み付けなどについて、高等学校、大学関係者間で考え方を整理し共有した上で、取組を進めることが必要。

○ また、新学習指導要領下での学習評価及び指導要録の改善点等が示されたことを踏まえるとともに、学校の働き方改革を受けた教員の負担軽減の観点

も十分考慮しながら、新学習指導要領に対応した最初の入学者選抜（令和６年度実施）に向けた調査書の在り方等について検討が必要。

１．検討の経緯

２．大学入学者選抜における多面的・総合的な評価

○ 各大学は大きく２つの観点に基づいて評価方法等を検討することが必要。

①経済的・地理的な不利等がある志願者に対し、そうした客観的事実に配慮した選抜を行うこと（例えば、地域枠や児童養護施設入所者を対象とした選

抜）

②経済的・地理的な不利等がある志願者でも、高い評価を得られる活動（例えば、学校の教育活動内の取組）を評価の対象にして選抜を行うこと

○ こうした措置を導入する場合、その趣旨や方法について社会に対し合理的な説明ができること、志願者の入学後の教育に必要な学力を確保することが前提。

(３)経済的な条件等に左右されない評価の方法等

「大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する協力者会議」
審議のまとめ（令和3年3月31日）【概要】①
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【１】次期学習指導要領下での調査書

○ 調査書は指導要録に基づき作成するという原則や、学校の働き方改革を受けた教員の負担軽減の観点も踏まえて、簡素化された新しい指導要録の参考

様式に合わせて調査書の様式も簡素化。

【２】調査書における観点別学習状況の評価の取扱い

○ 高等学校においては、新学習指導要領の下で観点別学習状況の評価を更に充実し、その質を高めるための取組が開始されたばかりであることや、また大学

においては、大学入学者選抜における観点別学習状況の活用手法が確立されていない状況にあること等を総合的に勘案し、新しい調査書の様式には、「各

教科・科目の観点別学習状況」の項目は直ちには設けず、今後の早期の導入に向けて、引き続き高等学校・大学関係者において検討。

○ 検討に当たっては、大学入学者選抜における観点別学習状況の活用方法等について実証研究に取り組み、その成果を普及。

【３】調査書の電子化

○ 志願者、大学双方にとって入試事務の効率化、省力化に資するためものであり、速やかな完全電子化を目指す。その際、公益性、安全性、利便性の確保

という条件を満たすことが必要。

○ 統合型校務支援システムや大学入学者選抜における電子出願の更なる導入を促進しつつ、それらと連動する形での調査書の電子化を進めていく必要。そ

の際、複数の実装方法を検討。

３．調査書及びその電子化の在り方

※実装方法の例 ・各大学の電子出願システムに対し、高等学校から大学に電子調査書を送付

・各大学の電子出願システムに対し、志願者から大学に電子調査書（暗号化されたもの）を送付

・電子調査書を授受するためのアプリケーションを開発、クラウドを介して志願者・高校・大学間で電子調査書を授受

・調査書データを一元的な組織の下で管理、当該組織のサーバを介して志願者・高校・大学間で電子調査書を授受

「大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する協力者会議」
審議のまとめ（令和3年3月31日）【概要】②
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見直し案 現行

「各教科・科目の観点別学習状況」の項目は直ちには設けない。
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各学校が定めた評価の観点のうち、生徒の学習状況に顕著な事項がある
場合などに、生徒にどのような力が身に付いたかを端的に記述する。

文章記述を改め、各学校が設定した観点に照らして十分満足で
きる活動状況にあると判断される場合、○印を記入する。

要点を箇条書きするなど、その記載事項を必要最小限にとどめる。その際、
生徒の特徴・特技や学校外の活動等については、原則として、学習指導等
を進めていく上で必要な情報として精選して指導要録に記述された内容を
元に記入する。

現在、各大学は、志願者が大学の指定する特定の分野（保健体育、芸術、
家庭、情報等）において、特に優れた学習成果を上げたことを備考欄に記載
するよう求めることができるが、これらの事項については調査書以外の資料で、
志願者本人から直接大学に提出する。

見直し案 現行
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